
政党名 候補者名

① 都民に行きわたる実
効的な物価高騰支援策
を

② 賃上げと働くルール確
立のための公契約条例
制定を

③ 安心・安全な住生活を
保障する制度確立を

④ 多摩産材をはじめとし
た国産材の活用と支援の
体制を確立するための取
り組みを

⑤ 国保組合への都費補
助の増額と育成強化を

⑥ 公的医療の役割と機
能を高め独法化された病
院・病床を元に戻すこと

⑦ 教科書代などを含む
高等教育費の無償化や
奨学金返済の負担軽減
を

⑧ 労働者雇用を保護し
中小企業支援を中心に
すえた建設産業支援を

⑨ 地域住民の命を守る。
オスプレイ訓練を止め、
PFASの徹底究明を

都民ファー
ストの会

あかねがくぼ　かよ子

推進します。 推進します。 推進します。 推進します。 推進します。 都内医療を守るため民間
病院の財政支援を実現し
ています。

推進します。 推進します。
回答無し

立憲
民主党

関口　健太郎

物価高騰対策支援策は
必須です。東京都は水道
料金の基本料金の4カ月
無償化を進めましたが、
さらなる延長と負担軽減
が必要です。

公契約条例の制定を私
は都議会で訴えてまいり
ました。「担い手三法」を、
まず東京に定着させま
す。その後、公契約条例
を制定できるよう、尽力し
ます。

全ての人の住宅負担を
減らすをテーマに住宅政
策を組み立てています。
①家賃の高騰を止める！
家賃を下げる大家さんに
固定資産税を減税。②住
宅価格の高騰を止める！
海外投資家の住宅投資
規制をし、マネーゲーム
の住宅市場から健全な住
宅市場に。③生活困窮者
の方へ家賃補助制度を
整備へ。④マイホームの
方の固定資産税減額で
住み続けられる東京へ。

東京の山や森を守って樹
木を育てることと、都民の
健康にも資する優良な多
摩産材を生かして提供す
ることが求められており
ます。そこで、都内山林へ
の丁寧な育林作業が必
要です。

毎年、東京土建の皆様か
ら土建国保の都費補助
の要請をいただき誠にあ
りがとうございます。都費
補助の継続とさらなる増
額のため尽力します。

都立公社病院の独立行
政法人化に私たち立憲民
主党は反対をしました。
そして私、関口は、厚生
委員会の審議で独法化
がいかに問題なのかを追
及していました。行政的
医療や感染症医療や精
神医療や島嶼医療など守
るべきものがあります。再
度、元に戻すためには
ハードルが高いものの、
あらゆる方策を講じてい
きます。

生まれた環境によって子
どもの将来が決まってし
まってはなりません。学び
たいことを学べる、進み
たい進路に進める社会の
ため、返済不要の給付型
奨学金と都で進めていき
ます。教科書代や修学旅
行の負担も重いです。負
担軽減を進めます。

中小企業の賃上げ支援
や、賃上げする企業の社
会保険料負担の軽減す
べきと都議会では積極的
な提言をしてまいりまし
た。また建設産業の皆様
から、工期の延長や、公
共事業の標準化、熱中症
対策の要望をいただき、
都政、杉並区政にも要望
をしています。

PFASの真相解明は重
要です。私は、PFAS問
題が発覚した当初、
PFAS対策にリーダー
シップをふるわない知事
を追及しました。横田基
地への立入検査も含め、
PFASの原因追及を東
京都で進め、安心安全な
水を都民に届けなければ
なりません。

都議会
公明党

まつば　多美子

・東京都公式アプリを活
用した7,000 円分のポ
イント付与を１万円に増額
・宿泊税の定率課税で得
た財源で、ホテルや観光
地で割安な「都民価格」
を導入
水道の基本料金の無償
化を夏場の４か月実現し
ました。熱中症対策予防
の政策的な取り組みで
す。

東京に2人以上で暮らす
勤労世帯の年収は2018
年からの5年間で平均約
105万円増加しています
（東京都生計分析調査）。
この流れを物価高に負け
ない賃上げにつなげ、特
に現役世帯（世帯主が18
歳以上65歳未満の世
帯）の平均年収を今後5
年間で200万円増やせ
るようめざします。“カギ”
となる中小企業の生産性
向上や従業員のリスキリ
ング（学び直し）などを支
援し、都と経済界、労働
組合が集まる「公労使会
議」で年収増を促します。
就職氷河期世代を含め
たミドル世代のセカンド
キャリアの学び直し支援
も拡充します。

高騰する家賃が家計を圧
迫する中、市場価格より
安く入居できるのが、「ア
フォーダブル住宅」。公明
党の提案により、26年度
から官民連携ファンド（基
金）を活用して住宅提供
する予定です。公明党は
都が想定する市場価格
の8割の家賃を「6割」に
引き下げて提供できるよ
うめざします。

・多摩産材をはじめとす
る国産木材を集めた展示
商談会を開くなど利用拡
大に取り組んでいきま
す。公共施設や商業施設
などでの利用を後押しし
ていきたいと考えていま
す。また流通を一層促す
ため、伐採や利用者の
ニーズに関する情報をデ
ジタル技術を活用してリ
アルタイムで把握できる
システムの構築に取り組
むよう進めていきます。

・国保組合への都費補助
を一貫して守ってきまし
た。その姿勢は貫いてい
きます。

・地域医療を守ることは
重要であり、民間病院も
含めて医療政策は都とし
て取り組む重要課題と考
えています。

・妊娠・出産から子育て、
教育まで基本的な費用を
所得制限なしで無償化す
る「子どもベーシックサー
ビス」の導入へ、教材費
や修学旅行費の無償化
をめざします。
・奨学金返還支援や海外
留学制度を拡充します。
・小学生から大学生まで
がバスなどに低額で乗車
できる「学生パス」導入し
ます。

・建設業に従事されてお
られる方が安心して仕事
を継続していただくため
の支援は重要です。中小
企業が賃上げを実現でき
るよう支援していきたい
と考えています。

PFASについては、特に、
水道水について検査体制
の強化を求めてきまし
た。今後も引き続き取り
組んでいきます。

日本
共産党

原田　あきら

福祉国家スウェーデンの
国家予算に匹敵する１７
兆８千億円の財政力が福
祉や営業、物価高騰対策
に使われていません。こ
の財政力を活かし、賃上
げへ一人１２万円の中小
企業支援、一人一万円の
緊急支援給付、水道料金
はさらに10％値下げを行
います。

東京都に公契約条例を
制定させ、引き上げられ
た設計労務単価をしっか
りと現場労働者の賃金に
反映させます。

家賃補助を１００万世帯に
月一万円、都営住宅の新
規建設の再開、「借り上
げ都営住宅」などにより１
０年間で１０万戸、勤労
者、ファミリー、シングル
など多様な人たちが住み
続けられる公共住宅（東
京社会住宅）を１０年間で
５万戸供給します。

多摩産材の活用のために
も中長期を見据えた林業
の再建に力を入れます。
単なる皆伐によるチップ
や合板材の生産に終わ
り、担い手のいない植林
では、林業は復活しませ
ん。

国保組合への都費補助
を増額し、さらに拡充しま
す。医療費、経費の増額
分も含めて現行水準以
上の補助が必要です。特
定検診、特定保健指導に
対する補助の拡充とがん
対策事業への財政的支
援を行います。

独立行政法人化された都
立病院では７５５床減って
しまいました。直営に戻
し、行政的医療を守りま
す。

教科書代のほか、制服
代、修学旅行代、通学定
期の無償化を求めます。

現在行われているリ
フォーム助成制度を、対
象も規模も拡大し、建設
産業にも消費者にも利益
が生まれる制度の発展を
求めます。

横田基地がオスプレイの
配備など変質していま
す。日米両軍の司令部機
能が着々と東京都内に作
られようとしており、日本
を守るどころか、危険にさ
らしています。PFASは
都民の命にかかわる重大
な問題で、原因究明に背
を向ける米軍も日本政府
も問題です。平和な日本
を守り、建設産業の発展
を目指しましょう。

無所属 小宮　あんり

所得制限なしのバラマキ
をやめて、支援が必要な
人に手厚い給付とする。

効果について要検討。 支援が必要な人への相
談、支援体制の充実。

林業に携わる人材の確
保。

もちろんです。 将来にわたり、すべての
都民に必要な医療が提
供できるよう、適切な病
床数、病床機能の調査・
検討をすすめるべき。

検討します。 中小小規模事業所と労
働者を支援することは都
の重要な役割の一つ。建
設人材の確保を支援す
る。

回答無し

都議会議員選挙候補者アンケート結果



政党名 候補者名

① 都民に行きわたる実
効的な物価高騰支援策
を

② 賃上げと働くルール確
立のための公契約条例
制定を

③ 安心・安全な住生活を
保障する制度確立を

④ 多摩産材をはじめとし
た国産材の活用と支援の
体制を確立するための取
り組みを

⑤ 国保組合への都費補
助の増額と育成強化を

⑥ 公的医療の役割と機
能を高め独法化された病
院・病床を元に戻すこと

⑦ 教科書代などを含む
高等教育費の無償化や
奨学金返済の負担軽減
を

⑧ 労働者雇用を保護し
中小企業支援を中心に
すえた建設産業支援を

⑨ 地域住民の命を守る。
オスプレイ訓練を止め、
PFASの徹底究明を

都議会
自民党

早坂　よしひろ 回答無し 回答無し

直接の回答はなし。
震災の被災地への支援
は必要だと思いますの
で、「ミスター防災」として
防災については最優先。
本格的な防災に取り組ん
でいく。

回答無し

推進します。 私たちの考え方とは異な
ります。

本当の低所得者には必
要だと思います。

回答無し

私たちの考え方とは異な
ります。

国民
民主党

国崎　たかし 回答無し 回答無し 回答無し 回答無し 回答無し 回答無し 回答無し 回答無し 回答無し

日本
維新の会

松本　みつひろ

個人都民税50%減税に
より、平均年7.7万円を
都民の手元に戻し、物価
高騰対策とします。

民間の自主的な賃上げを
促進する環境整備を優先
するとともに、条例制定に
も取り組みます。

子育て世帯向け住宅へ
の容積率緩和・税制優遇
により、良質な住宅供給
を促進します。

多摩地域の自伐型林業
推進と混合林再生によ
り、持続可能な森林政策
を展開します。

社会保険料負担軽減策
を模索し、持続可能な制
度設計を検討します。

医療DXの推進と民間活
力の活用により、効率的
で質の高い医療提供体
制を構築します。

教育バウチャー制度の導
入等により、教育機会の
平等化を実現するととも
に、高等教育の無償化や
学用品費の無償化等を
目指します。

事業承継支援の充実と
規制緩和等により、中小
企業の競争力強化を図り
ます。

国の専管事項として対応
を注視します。

れいわ
新撰組

海保　とくま

東京都の税収は4年連続
増収で約7兆円、基金も
全体で1.6兆円あります。
物価、光熱費、家賃など
すべての価格が上がって
いて生活が苦しいと訴え
る都民が多くいます。東
京都の豊かな財政を一
律・公平な給付金などで
人々の生活を支えます。
資本金1億円以上など超
大手企業の法人都民税・
法人事業税の引き上げ
（超過課税）を行います。
東京都から基礎自治体
への権限と財源移譲をす
すめます。特に23区に関
しては都区財政調整交付
金を充実させることも必
要です。

公共工事で適正な賃金
を支払える発注価格を設
定できるようにするため、
国は発注価格の基礎とな
る設計労務単価を引き上
げ続けていますが、建設
労働者の賃上げには結び
ついていません。単価の
引き上げと同時に、労働
報酬も上げるよう求める
ことが必要です。都内に
は公契約条例を制定する
自治体が増えています。
東京都においても最低賃
金を上回る賃金を支払う
条件を示した契約を下請
けも含めた事業者と結
び、東京都の仕事に携わ
る労働者の賃金や労働
条件を改善させるべきで
す。

公営住宅を倍の50万戸
超に増やします。新しい
公営住宅は高い断熱基
準を適用して光熱費ゼロ
住宅とすることで燃料貧
困をなくし、地域経済を
活性化させます。空き家、
空き部屋の活用施策を進
め家賃補助を拡充して
「住まいは権利！」を徹底
します。世界標準の断熱
基準に基づくアパートや
マンション、戸建て住宅な
どの改修支援制度を拡充
します。

東京都では多摩産材を
はじめとした国産木材の
利用推進に取り組んでい
ますが、さらなる拡大を
求めます。公共建築物や
塀などへの木材利用は
人々の健康、環境に良い
影響をもたらします。森
林循環の促進と林業、木
材産業を守るためにも木
材の需要を喚起いたしま
す。

止まらない物価高に困窮
している都民の生活は限
界です。使えるお金を増
やすことで都民の生活を
守り抜くと同時に、地域
経済の活性化も図る必要
があります。健康保険料
の負担を減らすことが必
要です。一般会計からの
法定外繰入が抑制されて
いるのは法律で決まった
事ではありません。東京
都の豊富な一般会計から
の繰り入れを求め保険料
の負担軽減をはかりま
す。子供の数が多いほど
重い負担となる均等割り
は子育て支援に逆行しま
す。東京都独自に子供に
もかかる負担をなくしま
す。

都立病院の独法化による
医療サービスの低下や職
員への処遇悪化などが報
告されており、調査。評価
したうえで行政による医
療に戻すことを提案しま
す。病床の削減を推進し
てきた地域医療構想は見
直すべきです。感染症の
拡大など緊急時の医療体
制ひっ迫を防止するため
にも、公的医療機関の供
給体制を確保しておくこ
とが必要です。

都内の自治体では教材
費や修学旅行代など無償
化する取り組みが増えて
います。区市町村任せで
はなく地域間格差を起こ
さないよう、東京都が義
務教育にかかる隠れ教育
費と言われる保護者負担
をなくします。教育費の無
償化は必要ですが、校舎
などの環境整備、教員の
増員など、まずは公立の
学校の充実を図ることを
求めます。奨学金の返済
が卒業後の生活を苦しめ
ています。東京都が独自
の給付型奨学金の導入
を提案します。

中小企業を淘汰するかの
ような政治からの転換を
はかります。中小企業を
守ることは雇用を守り、
地域経済全体のためにな
ります。公共施設やインフ
ラにおける必要な整備や
改修などは長期的な計画
のもと、地域の中小企業
の安定した仕事を確保し
ます。脱炭素などの環境
保護規制や最低賃金引
き上げなどの労働関係
ルールを追求しつつ中小
企業にとって負担が重く
ならないよう、補助金、社
会保険料の軽減などの支
援制度を整備します。

在日米軍のオスプレイは
日本での具体的な活動
がほとんど公表されてお
らず、その実態は一般に
知らされていないと言わ
れています。しかし、近隣
住民は騒音や振動、落下
などへの不安などが生じ
ており、訓練・配備とも中
止すべきです。日米友好
の前提のもとで「対米追
従外交」から脱却するた
めに、東京都も安保法制
の見直し日米地位協定の
改定を国に求めていくよ
う提言します。水質調査
計画にPFASも加え、境
界値以下も公開させ、検
出の原因を究明するよう
求めます。

東京・生活
者ネット
ワーク

小松　久子

食品の入手など目の前の
問題に対応できる緊急策
と同時に、家賃補助など
東京ならではの課題に対
応できる対策が必要であ
るという視点で取り組ん
でいきます。

適正な労働条件・品質確
保・地元中小業者の活用
など、働く人の立場に
立った「東京都公契約条
例」が必要と考えており、
2025年度予算編成の際
にも都議会生活者ネット
ワークとして予算提案に
入れてあり、実現に向け
て取り組んでまいります。

日本一高い賃貸住宅家
賃や上昇する住宅価格に
対応するため、空き家・空
き室の借り上げ式都営住
宅や民間賃貸物件の家
賃補助を提案していま
す。災害対策として、ブ
ロック塀を生け垣に替え
るための助成制度・簡易
耐震補強工事や家具転
倒防止金具取り付け助成
制度の拡充など具体的な
支援策のほか、災害や人
口減少を見据えたタワー
マンション規制、家賃補
助などを引き続き提案し
ていきます。

公共建築、特に学校や保
育所などの建築や遊具・
おもちゃに、多摩産材の
優先利用を進め、多摩産
材で家を建てる場合の優
遇策を拡充し利用促進を
図ることを引き続き提案
していきます。

あらゆる個人事業主が安
心して働き、暮らせる医
療保険制度の確立は一
義的には国の責任におい
て制度構築すべきと考え
ますが、東京都民の生活
を守るという意味で東京
都が支援することも必要
と考えています。

都立病院の病床数の現
状維持と、医療従事者の
増員、保健所の機能強化
などに最優先に取り組む
ことを要望していきます。

子どもの貧困の問題はか
ねてより取り上げていま
す。すべての子どもの学
ぶ権利の保障のために、
無償化や返還不要の奨
学金拡充、負担軽減は必
要と考えています。また、
ＩＴ化に伴う電子機器購
入について修学援助の対
象とすることを国に提案
するとともに、実現までの
間は東京都において独自
支援するよう求めます。

改正担い手三法の活用
や東京都公契約条例の
提案で、建設業の処遇改
善や安定経営をささえ、
若い世代の定着・育成に
つながるよう提起します。

オスプレイ配備の中止・
撤回を国に働きかけるよ
う東京都に求めていま
す。ＰＦＡＳについては、
横田基地への立ち入り調
査申し入れのほか、泡消
火剤以外による地下水の
ＰＦＡＳ汚染を解明するた
め、地下水の測定地点を
増やすことなど、原因究
明と汚染源特定を訴え続
けています。

都議会議員選挙候補者アンケート結果


